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序　　　　　文

タイ王国では、近年の急激な工業化に伴い、工業用水の需要は増加の一途をたどっており、工

場の地下水使用量の増大による地盤沈下や、工業排水による水質汚濁等の進行が著しく、特にバ

ンコク及びその周辺部においては、緊急に解決すべき深刻な社会問題となっています。

かかる社会状況にかんがみ、タイ政府は、地下水税の値上げ、工業排水基準の強化等の対策を

講じてはいますが、特に、水質汚濁の最大発生源である工業排水については、一部の大規模工場

を除き、多くの中小規模の工場が排水を未処理か、または未処理に近い状態で放流している状況

が続いており、抜本的な解決に至っていません。

このため、限られた水資源を有効に活用し、環境と調和のとれた工業化を図ることを目的に、タ

イ政府は我が国に対し、工業用水の確保、工業排水の処理と再利用、及び工業用水の効率的利用

を含む、包括的な水利用システムを確立し、産業界へ普及していくため、工業用水技術研究所

（IWTI）の設立に係るプロジェクト方式技術協力を要請してきました。

これを受け、我が国政府は、IWTI の技術者に対する工業用水供給、水使用合理化、工場排水処

理・再利用に関する基礎技術の移転、及び IWTI の中長期的な活動計画の策定を行うことを目的

として、1998 年 6 月 1 日から 2 年間の第 1 段階のプロジェクト（以下、現行プロジェクト）を実施

中であり、2000 年 1 月に実施した終了時評価調査の結果、プロジェクトの所期の目的は達成され

る見込みとの結論が出されています。

一方で、タイ政府から、1998 年秋の時点で、フェーズ 2 に係る正式要請書が提出されたことを

受け、我が国政府は、2000 年 1 月の現行プロジェクト終了時評価調査に引き続き、フェーズ 2 に

係る事前調査を実施し、上記の 5 つの目的がすべて達成されていること、現行プロジェクトの次

の段階においても日本側の協力が有益であることを確認するとともに、フェーズ 2 の具体的な計

画内容についての協議を行いました。

実施協議調査団は、これらの調査・協議結果を踏まえ、プロジェクト計画の最終確認を行い、討

議議事録（Record of Discussions： R/D）及び討議議事録覚書（Minutes of Discussions： M/D）

として取りまとめ、署名・交換を行いました。

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

ここに本調査団の派遣に関し、ご協力いただいた日本・タイ両国の関係各位に対し、深甚の謝

意を表するとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

2000 年 5 月

国 際 協力事業団　　

理事　大 津　幸男　
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第 1 章　実施協議調査団の派遣

1 － 1　調査団派遣の背景・経緯

タイ王国（以下、タイ）では、近年の急激な工業化に伴い、工業用水の需要は増加の一途をたどっ

ており、工場の地下水使用量の増大による地盤沈下や、工業排水による水質汚濁等の進行が著し

く、特にバンコク及びその周辺部においては、緊急に解決すべき深刻な社会問題となっている。

かかる社会状況にかんがみ、タイ政府は、地下水税の値上げ、工業排水基準の強化等の対策を

講じてはいるが、特に、水質汚濁の最大発生源である工業排水については、一部の大規模工場を

除き、多くの中小規模の工場が排水を未処理か、または未処理に近い状態で放流している状況が

続いており、抜本的な解決に至っていない。

このため、限られた水資源を有効に活用し、環境と調和のとれた工業化を図ることを目的に、タ

イ政府は我が国に対し、工業用水の確保、工業排水の処理と再利用、及び工業用水の効率的利用

を含む包括的な水利用システムを確立し、産業界へ普及していくため、工業用水技術研究所

（IWTI）の設立に係るプロジェクト方式技術協力を要請してきた。これを受け、環境保全技術調査

員及び環境保全策定調査団が派遣され、タイ側と協議した結果、本案件は IWTI という新たな組

織の設立に関する協力であるため、タイ側実施体制の整備状況を見つつ、それに応じて段階的に

協力を実施することによって、より一層達成度の高い協力が可能となると判断し、まず IWTI の

技術者に対して基礎技術の移転を 2 年間行うこととし、次の段階の協力については、2 年間の協力

結果とともに、以下の 5 点が保証される場合に限り、検討することとなった。

（1）研究所の中長期的活動計画が作成される。

（2）C/P が工業用水関連の基礎技術を習得する。

（3）基礎技術を習得した者のうち、少なくとも 8 名の C/P が引き続き勤務する。

（4）研究所運営に必要な予算が確保される。

（5）研究所の活動に必要なスペースと設備が確保される。

その結果、IWTI の技術者に対する工業用水供給、水使用合理化、工場排水処理・再利用に関す

る基礎技術の移転、及び IWTI の中長期的な活動計画の策定を行うことを目的として、1998 年 6

月 1 日から2000 年 5 月 31 日までの2 年間にわたり、第1 段階のプロジェクト（以下、現行プロジェ

クト）を実施中である。2000 年 1 月に現行プロジェクトに係る終了時評価調査を実施したところ、

「プロジェクト終了までに基礎技術の移転は完了する見込みであること、内容の更なる具体化が望

まれるものの、中長期計画も策定されていること等から、プロジェクトの所期の目的は達成され

る見込み」との結論に至った。

一方、タイ政府からは、1998 年秋の時点で、フェーズ 2 に係る正式要請書が提出されていたが、
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その時点では現行プロジェクトが始まったばかりであり、まだフェーズ 2 での要請内容が具体化

していなかった。その後、現行プロジェクト専門家の助言を得つつ、C/P によるフェーズ 2 詳細計

画の策定が進められ、1999 年 11 月に、中長期計画とあわせ、同詳細計画が提出された。

これを受け、我が国政府は、2000 年 1 月の現行プロジェクト終了時評価調査に引き続き、フェー

ズ 2 に係る事前調査を実施し、所期の目的の 5 点がすべて達成されていること、現行プロジェク

トの次の段階においても日本側の協力が有益であることを確認するとともに、フェーズ 2 の具体

的な計画内容についての協議を行った。

かかる背景の下、プロジェクト計画の最終確認を行い、討議議事録（Record of Discussions： R/D）

の署名・交換を行うため、本実施協議調査団が派遣された。

1 － 2　調査目的

事前調査の調査結果を踏まえ、日本側が協力する内容、範囲、責任分担などについて、先方実

施機関と協議を行う。既に作成済みの PDM をはじめとする計画管理諸表についてプロジェクト

チーム（専門家及び C/P）内で検討した結果を先方実施機関と確認する。

これらの協議結果については、討議議事録（Record of Discussions：R/D）及び討議議事録覚書

（Minutes of Discussions：M/D）として取りまとめ、署名交換を行う。

1 － 3　調査団構成

1 － 4　調査日程

�

氏　　名 担 当 分野 所　　　　　属

水　落　俊　一 団長・総括 国際協力事業団　北海道国際センター（札幌）　業務第一課　課長�

斉　藤　ゆかり プロジェクト協力企画 国際協力事業団　鉱工業開発協力部　鉱工業開発協力第二課　職員�

日順�月日（曜日）� 行　　　程�

1 4月2日（日） 移動：11：00成田→15：55バンコク（JL－717）

2 4月3日（月） 午前 09：00 専門家との打合せ（日程確認・協議内容確認）

09：30 JICA事務所表敬・打合せ

午後 13：30 IWTI所長及び3セクションチーフとの協議

・R/D内容確認

・ミニッツ内容確認

・（機材内容・費用分担、タイ側予算措置等）

・今後のスケジュール説明

時 間�
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1 － 5　主要面談者

（1）工業省工場局（DIW：Department of Industrial Works）

Ms. Kanya Sinsakul Director-General

Mr. Rachada Singalavanija Deputy Director-General

Mr. Issra Shoatburakarn Director, Bureau of Industrial Environment Technology （BIET）

Mr. Chumpon Cheewaprapanunt Director, Industrial Water Technology Institute （IWTI）

Ms. Sumalee Dachoponchai Technical Staff, IWTI

Mr. Mongkol Suthivathanakul Technical Staff, IWTI

Mr. Sutthi Tantipisitkul Technical Staff, IWTI

（2）JICA タイ事務所

岩口　健二 所長

中本　明男 所員

（3）工業用水技術研究所　長期専門家

大羽　修 チーフアドバイザー／排水処理・再利用

松本　重行 業務調整

長澤　末男 水使用合理化・工業用水供給

3 4月4日（火）午前 09：30 DIW副局長及びBIET部長との協議

・R/D・ミニッツ内容確認

・タイ側予算措置等確認

・組織改編後のIWTIの位置づけに係る検討状況確認

・公害防止管理者制度見直しに係る検討状況

午後 ミニッツ案修正、報告書作成

4 4月5日（水）午前 10：30 R/D・ミニッツ署名

昼 12：00 調査団主催昼食会

午後 15：30 大使館報告

移動：22：50バンコク→

5 4月6日（木） 移動：→06：20成田（JL－718）�
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第 2 章　調査・協議結果

2 － 1　調査・協議結果要約

今次調査においては、R/D 及びM/D に記載されている内容のうち、特に以下の事項に関し、タ

イ側と確認・協議を行った。

そのうえで、おおむね当方案のまま、R/D 及びM/D の署名交換を行った。

2 － 1 － 1　投入

（1）長期専門家

指導科目名を以下のとおりとする（実際の指導内容にあわせ、表現ぶりを若干変更した）。

・チーフアドバイザー

・業務調整

・用排水処理（Industrial Water and Wastewater Treatment Process）

・用排水処理実験（Industrial Water and Wastewater Treatment Experiments）

・用水水質管理・水使用合理化（Industrial Water Quality Control ／ Effective Use of

Water）

（2）機材

・本プロジェクトで新たに調達すべき機材に係る日本・タイ間の分担は以下のとおり。な

お、機材内容については、事前調査後のプロジェクトチーム（専門家及びC/P）内で検

討を行った結果、一部変更が生じている（分析・測定機器や車輌の追加、他機材により

代替可能な機材の削除、等）。

日本側：分析・測定機器、ラボスケール試験装置、ベンチスケール試験装置、その他　

　　　　（コンピューター、CAD システム、車輌等）

タイ側：事務機器（レーザープリンター、スキャナー）

・ 機材の通関・タイ国内輸送・据え付け等に係る費用はタイ側が負担する。本プロジェ

クトにおいて、これに該当する費用としては、IWTI のラボラトリーの給水・電気関係

の簡単な工事が想定される。

（3）C/P

・欠員が生じた場合には、速やかに補充する。

・試験装置投入後、タイ側の負担でテクニシャンを傭上する。
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（4）ローカルコスト

・タイ側暫定予算計画（M/D に添付）に計上された費用については、間違いなくタイ側が

負担する。

2 － 1 － 2　DIW 組織改編の検討状況

・組織改編は 5 年ごとに行われることになっており、来年（2001 年）末がその時期にあたる。

・組織改編後も IWTI が DIW の中に残ることは確実である。それほど大きな変更は考えてい

ない。

・BIET の中に残るか、BIET とは別の部署として独立させるかは未定である。

2 － 1 － 3　公害防止管理者制度見直しの検討状況

・IWTI 以外に、FTI、TEI、EEAT、TPA（Technology Promotion Association）等、複数の

機関に研修を実施させる予定である。

・登録の権限は BIET が持つ。

・新制度の下では、environmental manager、supervisor、operator の 3 種類の資格が設けら

れる予定。

・カリキュラムの作成については、委員会を設ける予定。IWTI も水の関係者として委員会に

参加することになる見込み。
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対処方針

1．要請の背景

（1）国家開発計
画等における
対象セクター
の位置づけ

・各計画の概
要

・上位計画に
おける当該
セクターの
位置づけ

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

工業省工場局（DIW）は、タイ産業
界の競争力の向上及び環境への調和の
維持を最重要課題の 1 つとして位置づ
けている。

DIW の政策によれば、環境と調和の
とれた産業競争力の強化が重要な事項
となっており、特に、工業化の進展に
伴い水資源の安定供給及び水質汚濁が
当面する最大の問題となっていること
から、IWTI は、これら課題に対しDIW
の政策及びその任務を専門的立場から
バックアップする機関として位置づけ
られている。
DIW の主要な機能は、タイにおける

（1）工場に対する監督、（2）研修の実
施とアドバイス、（3）情報の提供、（4）
国際活動への参加となっている。これ
ら機能は工場法に基づいているが、
1992 年の同法改正によって、従来の
DIW による規制・監督行政から企業に
よる自主的な活動を促進する方向へと
考え方の変更が行われている。DIW は
この考え方に沿った方向での各種サー
ビスの提供を IWTI に期待しており、
産業界も同様の期待を寄せている。
あわせて2000 年4 月からIWTI の位
置づけを含めてDIW全体の組織の見直
しの検討が行われる予定となっている。

2 － 2　調査・協議結果
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対処方針

（2）セクターの
現状・課題

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

タイでは、近年の急激な工業化に伴
い、工業用水の需要は増加の一途をた
どっているものの、工場団地外の工場
に対する工業用水道は存在しない。そ
のため、各工場は地下水、水道水、表
流水等を利用しているが、これらのう
ちで最も安価で水質の良い地下水を利
用する工場が多いことから、地下水使
用量の増大による地盤沈下が発生して
いるところ、各工場においてさらに水
使用合理化を進めることが求められて
いる。

また、一部の大規模工場を除き、多
くの中小規模の工場では、財政的余裕
がないこともあり、排水を未処理か、
または未処理に近い状態で放流してい
るため、工業排水による水質汚濁等の
進行が著しく、特にバンコク及びその
周辺部においては、緊急に解決すべき
深刻な社会問題となっている。その対
処として、工業省工場局（DIW）は、検
査官による工場検査や、定められた規
模と業種の工場を対象として、排水・
排煙処理施設の公害防止管理者・処理
施設運転員配置義務等を行っている
が、検査官に対する体系的研修制度が
ない、公害防止管理者等に対する国家
試験や資格認定講習（ただし、DIW が
タイ環境研究所（TEI）への委託によ
る研修を行っている）が存在しない、
管理者からの報告内容をDIW がクロ
スチェックする仕組みになっていない
等の問題があるため、現在、DIW は
JETRO との協力により、公害防止管
理者・検査官制度強化に係る検討を進
めている。

かかる背景の下、DIW は、今後さら
に水使用合理化や排水処理を徹底させ
ていくためには、従来行ってきたよう
な規制（排水基準の強化、地下水税の
値上げ等）だけでなく、研修、コンサ
ルティング、情報提供等の方法によ
り、各工場やDIW 内関係者に対する技
術指導を行う組織を新たに設ける必要
性を認識するに至った。



─ 8 ─

対処方針

（3）これまでの
経緯

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

上記（2）の状況を踏まえ、限られた
水資源を有効に活用し、環境と調和の
とれた工業化を図ることを目的に、タ
イ政府は我が国に対し、工業用水の確
保、工業排水の処理と再利用、及び工
業用水の効率的利用を含む、包括的な
水利用システムを確立し、産業界へ普
及していくため、工業用水技術研究所
（IWTI）の設立に係るプロジェクト方
式技術協力を要請してきた。これを受
け、環境保全技術調査員及び環境保全
策定調査団がタイ側と協議した結果、
本案件は IWTI という新たな組織の設
立に関する協力であるため、タイ側実
施体制の整備状況を見つつ、それに応
じて段階的に協力を実施することに
よって、より一層達成度の高い協力が
可能となると判断し、まず IWTI の技
術者に対して基礎技術の移転を 2 年間
行うこととし、次の段階の協力につい
ては、2 年間の協力結果とともに、以
下の 5 点が保証される場合に限り、検
討することとなった。
（1）研究所の中長期的活動計画が作
成される。

（2）C/P が工業用水関連の基礎技術
を習得する。

（3）基礎技術を習得した者のうち、
少なくとも 8 名の C/P が引き続き
勤務する。

（4）研究所運営に必要な予算が確保
される。

（5）研究所の活動に必要なスペース
と設備が確保される。
現在、IWTI の技術者に対する工業
用水供給、水使用合理化、工場排水処
理・再利用に関する基礎技術の移転、
及び IWTI の中長期的な活動計画の策
定を行うことを目的として、1998 年 6
月 1 日から 2000 年 5 月 31 日までの 2
年間の第 1 段階の協力を実施中であ
る。その概要は以下のとおり。
・上位目標
工業用水技術研究所（IWTI）が産業
界に対し、工業用水供給、水使用合理
化、工業排水処理・再利用の各技術を
指導できる。
・プロジェクト目標
IWTI において、工業用水に関する
基礎技術を身につけた技術者が組織的
に育成される。
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調査・協議結果

・成果
0. プロジェクトの組織・運営体制が
確立される。

1. 工場実習に必要な基礎的な計測・
分析機器が整備され、適切に維持
管理される。

2. C/P が工業用水関連技術（供給、
使用合理化、排水処理・再利用）
を習得している。

3. C/P が工場における用水使用の現
状を把握できる。

4. IWTI の中長期的な事業計画が策
定される。

プロジェクト開始後 1 年半を経過し
た現在、基礎技術の移転は順調に進ん
でおり、中長期的な事業計画も数度の
見直しを経て、近く完成予定であると
ころ、第 1 段階の所期の目的は達成さ
れつつあると思われる。

対処方針要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目
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対処方針

2．プロジェクト
内容

（1）プロジェク
ト名称

（2）主管官庁
1）援 助 窓 口
機関

2）主管官庁

（3）実施機関

1）IWTI 活動
内容

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

（和）工業用水技術研究所フェーズ 2
プロジェクト

（英）The Pro jec t  on  the  Indus t r ia l
Wa t e r  T e c h no l o g y  I n s t i t u t e
Phase 2

DTEC

工業省工場局
Depa r tmen t  o f  I n du s t r i a l  Wo rk s
（DIW）,  Ministry of Industry

工業用水技術研究所
Industr ial  Water  Technology Inst i -
tute （IWTI）
事前調査団派遣前に、DIW 局長が

「今後は事務的事項に限らず、IWTI の
活動全般を産業環境技術局（Bureau
of Industrial  Environment Technol-
ogy （BIET））の指揮下に置く」との方
針を示したとの情報を得ていたため、
事前調査の際にDIW 局長に確認した
ところ、従来どおり、IWTI の活動は
DIW 局長の監督下で行われ、BIET は
事務的事項のみ関与する旨の説明が
あった。そのため、事前調査のミニッ
ツ中、実施機関としてはIWTI（工業用
水技術研究所）の名称のみを記載し、
「IWTI が人事院によって認められた部
署ではないため、BIET が IWTI の活動
に関する諸手続きの実施に係る責任を
負う」旨を付記した。

現行フェーズの間は、以下の活動を
実施してきた。
・講義及び工場実習による工業用水
関連基礎技術（工業用水供給、排水
処理・再利用、水使用合理化）の習
得。
・工場実習の総括としてのセミナー
開催。
・中長期計画の策定。
・新宮沢プランプロジェクトとして
の工場調査及びプロポーザル作成。

左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

左記のとおり、R ／D 及
びミニッツに記載した。

左記のとおり、R ／D 及
びミニッツに記載した。

左記のとおり、R ／D 及
びミニッツに記載した。
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対処方針 調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

事前調査時に、IWTI に期待されて
いる 3 サービス（研修、コンサルティ
ング、情報）の内容について、IWTI
C/P との意見交換を行ったうえで、当
方の見解を DIW との協議及び合同調
整委員会の場で説明した。概要は以下
のとおり。

（1）研修
ａ）研修受講者用のテキスト・ガイ
ドブックを作成する。
ｂ）工場エンジニア及び検査官を対
象としたセミナー、研修コースを
開催し、工業用水供給、水使用合
理化、排水処理・再利用に係る基
礎的・実践的技術を提供する。
ｃ）公害防止管理者及びオペレー
ターの資格認定のための研修コー
スを実施する。
ｄ）これらの研修には、ラボスケー
ル実験機等を用いた簡単な実験も
取り入れる。
ｅ）研修・セミナー実施にあたって
は外部講師も招聘する。

（2）コンサルティング
ａ）工場調査及びデータ分析を行う。
ｂ）確認試験を行い、工場用排水シ
ステムの改善または計画のための
エンジニアリングデータを得る。
ｃ）現在の用排水システムの改善ま
たは新しいシステムの計画に係る
概念設計及び改善提案を作成し、
工場に対するプレゼンテーション
を行う。
ｄ）（詳細設計については、工場が直
接民間エンジニアリング会社に発
注する。）
ｅ）民間エンジニアリング会社が作
成した詳細設計の内容を査定する。
ｆ）（その査定結果を基に、工場が改
善実施の是非を決定する。）
ｇ）フォローアップ調査を行う。
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対処方針

2）IWTI 中長
期計画

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

（3）情報
ａ）コンサルティングで得たエンジ
ニアリングデータをデータベース
化し、IWTI 内で共有する。
ｂ）技術レポート、統計データ、その
他の有益な情報を収集・整理・
データベース化し、外部に提供す
る。
ｃ）ホームページ等のメディアを通
じ、研修コース、セミナー等の活
動についての広報を行う。
ｄ）年報を発行する。
ｅ）（将来的にはシンクタンク業務を
行うことも考えられる。）

DIW は情報センターを有している
が、同センターで管理しているのは、
工場の基礎データのみ。現在、工業用
排水に関する技術的情報に関しては、
BIET が対応している。

上記のサービス実施に至るための具
体的計画として、タイ側は以下のよう
な中長期計画を作成している。

中期：2000 年－2004 年
IWTI の技術的・管理的自立発展性
を高めるべく、フェーズ 2 によって各
機能を強化することをめざし、関連技
術を習得するために実際の活動を行
う。

1．研修
（1）計画
ａ）ニーズ調査
ｂ）テキスト・ガイドブックの概要
作成
ｃ）参考書籍の収集
ｄ）詳細活動計画の作成

（2）研修用資料の準備
ａ）工場エンジニア向けテキストの
編集
ｂ）ガイドブックの編集
ｃ）公害防止管理者及びオペレー
ター向け参考書籍・テキストの編
集
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対処方針 調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

（3）研修コース・セミナーの実施
ａ）研修コース・セミナーの計画
ｂ）工場エンジニア・公害防止管理
者・オペレーター・検査官向け研
修コース・セミナーの実施
ｃ）産業界向けの関連技術紹介セミ
ナーの実施

（4）運営
ａ）問題分析及び対策

2．コンサルティング
（1）計画
ａ）ターゲットとする工場（セク
ター、規模、数等）の選定
ｂ）テスト用機材のデザイン
ｃ）協力するコンサルティング
ファームの選定
ｄ）詳細活動計画の作成
（2）工場調査
ａ）機材調達
ｂ）工場調査
ｃ）調査レポート作成
（3）実験・設計
ａ）実験
ｂ）実験レポート作成
ｃ）概念設計
（4）プロポーザル
ａ）見積徴取
ｂ）プロポーザル作成及びプレゼン
テーション

（5）運営
ａ）自立発展の準備
ｂ）技術的データの管理

3．情報
（1）計画
ａ）関連情報の調査
ｂ）詳細活動計画の作成
（2）機材
ａ）機材選定
ｂ）機材調達
（3）情報管理
ａ）情報収集
ｂ）情報加工
ｃ）ホームページ作成準備
（4）情報提供
ａ）外部への PR
ｂ）内部への情報提供
ｃ）シンクタンク業務
（5）運営
ａ）自立発展の準備
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対処方針

3）BIET

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

長期：2005 年－2009 年
IWTI 自身で運営する。

1．研修
（1）工場エンジニア及び検査官を対象
とする、実際的技術習得のための研
修コースを定期的に開催する。

（2）公害防止管理者及びオペレーター
を対象とする研修コースを定期的に
開催する。

（3）産業界に関連技術を紹介するため
のセミナーを開催する。

（4）必要に応じ、テキスト・ガイド
ブック・参考図書を見直す。

2．コンサルティング
（1）工場に対し、関連技術に関するコ
ンサルテーションを行う。

（2）技術的データを管理する。

3．情報
（1）情報を管理し、提供する。

「（3）実施機関」に記載したように、従
来どおりBIET は事務的事項（予算、人
事、決裁等）に限り IWTI に関与する。
ただし、DIW は 2001 年に予定され
ている組織改編において、IWTI を
DIW の一部署に昇格させることも検
討中であり、実際に昇格した場合に
は、BIET を通じて事務手続きを行う
必要はなくなる。
しかしながら、BIET は産業環境行
政を所掌している部門であり、今後も
IWT I が活動を進めていく際には、
BIET との関係・役割分担を考慮する
必要がある。
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対処方針 調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

現在、BIET の下に置かれている部
署は以下のとおり。
ａ）水質汚濁課
ｂ）大気汚染課
ｃ）土壌汚染課
ｄ）廃棄物管理課
ｅ）環境基準管理グループ
ｆ）クリーンテクノロジーグループ
ｇ）設計基準・工業用水協力・公害管
理コンサルタント登録グループ
ｈ）工業環境実験センター
ｉ）工業用水技術研究所（IWTI）
ｊ）砂糖科学技術センター（SSTC）

このうち、IWTI に関係する業務を
所掌しているａ）ｅ）ｆ）ｇ）の業務内
容は以下のとおり。
a）水質汚濁課
・工場設置・拡大についての政策を
策定するために、現状等の評価を
行う。
・工業排水管理のマスタープラン及
びプロジェクトを策定する。
・工業排水処理システムに係る技術
の研究・開発を行う。
・工業排水処理システムに係る適切
な設計基準を策定する。
・工業排水処理システムに係るコンサ
ルティング、改善、問題解決を行う。
・排水処理の新技術をフォローし、
開発する。
・排水管理を含む工業水質汚濁に関
する意識・知識を向上させるため、
一般人に対しての情報普及を行う。
・オンラインでのモニタリングネッ
トワークのための工場を決定する。
・その他
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対処方針 調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

e）環境基準管理グループ
・工業セクターにおける有害廃棄を
防止・減少させるため、排水流出・
汚染大気放出に係る基準（管理シ
ステムを含む）を設定する。
・各産業の生産単位ごとの排水中の
汚染物質濃度に関する基準を設定
する。
・製造者向けの ISO14000 に基づき、
環境管理システムに関する講義及
びアドバイスを行う。
・政府による工業環境検査を減らす
ため、ISO14000 資格を取得するよ
う工業セクターに働きかける。
・環境管理システムに係る国際基準
について、TISI と協力する。
・パフォーマンスの指標についての
ガイドラインを設定し、工業環境
管理の成果を評価する。
・その他

f）クリーンテクノロジーグループ
・工業セクターの環境的に適切かつ
持続的な発展が確保されるよう、
タイ工業界における再利用・復旧・
廃棄物減少等のクリーンテクノロ
ジーを発展・推進・実施する。
・特定産業におけるデモンストレー
ションプロジェクトについての研
究・実施・開発を行う。
・官・民セクターに対し、クリーン
テクノロジーを普及する。
・クリーンテクノロジー推進活動に
関し、他関係機関と協力する。
・その他

g）設計基準・工業用水協力・公害管
理コンサルタント登録グループ

・汚染を引き起こし得るタイプ・規
模の工場に係る排水・排気・廃棄物
の調査・研究・デザインを行う。
・公害管理コンサルタントの登録及
び waste treatment supervisor 及
び operator の研修を行う。
・その他
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対処方針

（4）ターゲット
グループ

（5）ターゲット
エリア

（6）上位目標

（7）プロジェク
ト目標

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

・IWTI 所長からのヒアリングによ
ると、同グループが現在実施して
いるのは、事実上公害防止管理者
の登録のみとのこと。なお、もとも
と、設計基準（Design Criteria）と
して想定されていたのは中小企業
対象の集中的排水処理施設の運転、
工業用水協力として想定されてい
たのは工業用水供給（工業用水道）
とのこと。

IWTI と BIET の業務にはかなりの
重複が認められるが、今後について
は、企業における自主的取り組みを促
進する観点から、DIW 内の組織の見直
しが検討される予定となっており、こ
れらの中で業務の調整、人員の見直し
とともに IWTI の独立した組織への移
行等が検討される予定となっている。

事前調査時のミニッツに添付した
PDM（案）には記載していない。

事前調査時のミニッツに添付した
PDM（案）には記載していない。

タイ産業界が、より効率的な水使
用、より効果的な排水処理・再利用を
行える。

IWTI がタイ産業界に対し、継続的
に適切な工業用排水関連技術を指導で
きる。

当方の案は「工業用排
水関連技術の指導を必要
とする工場」。
同案に基づき、タイ側
と協議の上、結果をミ
ニッツ添付の PDM に記
載する。

当方の案は「タイ国内
の工業地域」。
同案に基づき、タイ側
と協議の上、結果をPDM
（案）に記載する。

左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

左記のとおり、R ／D 及
びミニッツに記載した。

左記のとおり、R ／D 及
びミニッツに記載した。

左記のとおり、R ／D 及
びミニッツに記載した。

左記のとおり、R ／D 及
びミニッツに記載した。
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対処方針

（8）成果

（9）活動

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

・IWTI の組織が強化され、効率的に
運営される。
・研修・コンサルティング・情報サー
ビス提供に必要な機材が設置され、
適切に使用される。
・IWTI によって、工業用排水技術に
関する研修サービスが提供される。
・IWTI によって、工業用排水技術に
関するコンサルティングサービス
が提供される。
・IWTI によって、工業用排水技術に
関する情報サービスが提供される。

専門家チームが作成した案を基に
し、以下のとおり事前調査時のミニッ
ツに記載した。

0 －1 計画どおり人員を配置する。
0 －2 プロジェクトのオペレーショ

ンプランを作成する。
0 －3 予算計画を策定し、適切に執

行する。
0 －4 合同調整委員会を運営する。

1 －1 機材を調達する。
1 －2 使用・維持管理計画を策定す

る。
1 －3 機材を常時使用し、適切に維

持管理する。

2 －1 産業界及び他関係機関から、
研修サービスに必要な情報を
収集する。

2 －2 技術提供のターゲットとする
セクター、工場規模を選定す
る。

2 －3 研修部門のオペレーションプ
ランを作成する。

2 －4 研修部門スタッフへの技術移
転計画を作成する。

2 －5 研修部門スタッフへの技術移
転カリキュラムを作成する。

2 －6 研修部門スタッフへの技術移
転のための参考資料を作成す
る。

2 －7 講義により研修部門スタッフ
への技術移転を行う。

2 －8 工場エンジニア、公害防止管
理者・運転者、DIW 検査官用
のガイドブック・参考図書を
作成する。

左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

事前調査後のプロジェ
クトチーム内での検討結
果を踏まえ、左記のうち、
以下の点のみ変更し、ミ
ニッツに記載する。

左記のとおり、R ／D 及
びミニッツに記載した。

左記のとおり、ミニッ
ツに記載した。
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対処方針 調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

2 －9 工場エンジニア、公害防止管
理者・運転者、DIW 検査官を
対象とするセミナー及び研修
コースを実施する。

2 －10 研修部門スタッフの技術レベ
ルを把握する。

3 －1 産業界及び他関係機関から、
コンサルティングサービスに
必要な情報を収集する。

3 －2 技術提供のターゲットとする
セクター、工場規模を選定す
る。

3 －3 コンサルティング部門のオペ
レーションプランを作成す
る。

3 －4 コンサルティング部門スタッ
フへの技術移転計画を作成す
る。

3 －5 コンサルティング部門スタッ
フへの技術移転カリキュラム
を作成する。

3 －6 コンサルティング部門スタッ
フへの技術移転のための参考
資料を作成する。

3 －7 講義によりコンサルティング
部門スタッフへの技術移転を
行う。

3 －8 工場調査を行う。
3 －9 用排水処理実験のマニュアル

を準備する。
3 －10 ラボ・ベンチスケール実験機

によるオペレーション・エン
ジニアリング用データの収集
及びベンチスケール実験機に
よる処理システムのデモンス
トレーションのための用排水
処理実験を行う。

3 －11 概念設計及び改善提案を作成
する。

3 －12 実験・工場調査の結果、及び
運転状況・設備の改善提案を
もって工場への技術指導を行
う。

3 －13 コンサルティング部門スタッ
フの技術レベルを把握する。
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対処方針 調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

4 －1 情報サービスの計画に必要な
情報・データを内外から収集
する。

4 －2 対象とする情報を選定する。
4 －3 情報部門のオペレーションプ

ランを作成する。
4 －4 情報部門スタッフへの技術移

転計画を作成する。
4 －5 情報部門スタッフへの技術移

転カリキュラムを作成する。
4 －6 情報部門スタッフへの技術移

転のための参考資料を作成す
る。

4 －7 講義により情報部門スタッフ
への技術移転を行う。

4 －8 情報管理のためのマニュアル
を作成する。

4 －9 ファイル及びデータベースに
より情報を管理する。

4 －10 IWTI の年報を発行する。
4 －11 ホームページを作成する。

なお、タイ側は詳細計画書中、フェー
ズ 2 期間中に実施する活動として下記
の 8 プロジェクトをあげている。
1．水軟化装置の樹脂再生技術を開発
し、再生プロセスにおける水と塩の
使用量を減らす。（コンサルティング
主管、情報サポート）
2．ゴム産業の水使用及び排水処理の
トラブルシューティングに関する調
査を行い、レポート及びガイドブッ
クを作成する。（コンサルティング主
管、情報サポート）
3．特定業種（繊維、食品、パルプ・紙）
向けの節水マニュアルを作成する。
（コンサルティング主管、情報サポート）
4．地下水汲み上げが禁じられている
地域にある個々の工場に対し、節水
のための実際的解決法を提示する。
（コンサルティング主管、情報サポート）
5．ボイラー用水の水質管理に関する
エンジニア対象研修コースを実施す
る。（研修主管、情報・コンサルティ
ングサポート）
6．工場のエンジニア、公害防止管理
者、オペレーターのための、排水処
理システム運転マニュアルを作成す
る。（情報主管、コンサルティングサ
ポート）

4 －1 情報サービスの
計画に必要な情
報・データを内
外から収集す
る。

（理由）
情報サービスに係る詳
細計画策定に必要な情報
の収集と、データベース
に入力するための情報の
収集を明確に区別するた
め。
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対処方針

（10）技術移転項
目

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

7．DIW の排水処理システム検査官を
対象とした参考書・ガイドブックを
作成し、研修コースを実施する。（情
報・研修主管、コンサルティングサ
ポート）
8．基準以上の排水流出を行っている
個々の工場に対し、現在の排水処理
システムを改善するための改善提案
を行う。（コンサルティング主管、情
報サポート）

しかしながら、前述の0 －1 から4 －
11 の活動と照らし合わせると、これら
8 プロジェクトには、以下のような問
題点がある。
・取り扱う技術の内容が偏っており、
フェーズ 2 終了後の技術的自立発
展性が確保できるかどうかが懸念
される。
・業務量・予算措置等の観点からの
実現可能性の検討が十分に行われ
ていない。
・研修、コンサルティング、情報部門
それぞれの業務内容・役割分担が
中長期計画や前述の0 －1 から4 －
11 の活動と異なっている。

このため、事前調査後、専門家及び
C/P の間で 8 プロジェクトの内容に関
する意見・イメージのすり合わせを行
い、前述の0 －1 から4 －11 の活動ま
たはその詳細項目の中に盛り込んで、
APO（Annual Plan of Operation）案
を作成している。

1．工業用排水処理
（1）工業用排水処理コンサルティング
・工場調査・評価
・エンジニアリング・データ取得実験
・用排水処理設備の概念設計
・研修用教材の作成
・情報の収集・管理

（2）工業用排水処理実験
・実験計画
・実験機の運転・メンテナンス
・実験データの解析
・研修用教材の作成
・情報の収集・管理

（3）最新技術の紹介

以下のとおり整理し直
し、ミニッツに記載する。

1．工業用排水処理
（1）工場診断
（2）エンジニアリング
データ取得実験計画

（3）概念設計
（4）研修用教材の作成
（5）情報の収集と管理
（6）新技術の導入

2．工業用排水処理実験
（1）実験計画
（2）試験機材の運転及び
管理

左記のとおり、ミニッ
ツに記載した。
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対処方針

（11）プロジェク
ト実施期間

（12）プロジェク
サイト

（13）投入
〈日本側投入〉
1）専門家派遣
a）長期専門家

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

2 工業用水供給・水使用合理化
・工場調査・評価
・工業用水の水質管理
・水使用合理化
・情報の収集・管理
・最新技術の紹介

事前調査時のミニッツには「R/D で
合意した日から 5 年間」と記載した。
なお、DIW との協議において、DIW
から「フェーズ1 終了後、フェーズ2 開
始までに間があくのか」との質問があ
り、調査団からは「フェーズ 1 終了後、
引き続きフェーズ 2 を開始する方向で
検討している」旨回答した。

事前調査時のミニッツには IWTI の
所在地、電話・ファックス番号を記載
した。

事前調査時ミニッツには以下のとお
り記載した。
1 チーフアドバイザー
2 業務調整員
3 用排水処理コンサルティング
4 用排水処理実験
5 用水供給・水使用合理化

また、タイ側作成のフェーズ 2 詳細
計画書中で要望のあった公害防止管理
者制度及びデータベース管理について
は、短期専門家で対応することをタイ
側に説明した。

（3）実験データの解析
（4）研修用教材の作成
（5）情報の収集と管理
（6）新技術の導入

3．工業用水水質管理及び
水使用合理化

（1）工場診断
（2）工業用水の水質管理
（3）水使用合理化計画
（4）研修用教材の作成
（5）情報の収集と管理
（6）新技術の導入

2000 年6 月1 日から2005
年 5 月 31 日までの 5 年間
とする旨をR/D に記載す
る。

左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

上記（10）技術移転項目
にあわせ、3 のみ表現を改
め、ミニッツに記載する。
1 チーフアドバイザー
2 業務調整員
3 用排水処理
4 用排水処理実験
5 用水供給・水使用合理
化

左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

左記のとおり、R ／D に
記載した。

左記のとおり、ミニッ
ツに記載した。

左記のとおり、R ／D 及
びミニッツに記載した。

左記のとおり、ミニッ
ツに記載した。
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対処方針

b）短期専門家

2）研修員受入れ

3）機材供与

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

事前調査時ミニッツには以下のとお
り記載した。
（1）工業用排水処理（最新技術）
（2）公害防止管理者制度
（3）工業用水供給・水使用合理化（ユ
ニットプロセス・運転）

（4）工業用水供給・水使用合理化（食
品工業）

（5）工業用水供給・水使用合理化（繊
維工業

（6）工業用水供給・水使用合理化（パ
ルプ・紙工業）

（7）工業用水供給・水使用合理化（そ
の他工業）

（8）工業用水供給・水使用合理化（最
新技術）

（9）情報管理
（10）システムエンジニアリング（デー
タベース）

（11）研究所運営管理

以下のとおりミニッツに記載した。
（1）人数：毎年 1 ～ 2 名
（2）期間：数週間
（3）分野：研究所運営管理

研修サービス
コンサルティングサービス
情報サービス

事前調査時ミニッツには以下のとお
り記載した。

（1）プロジェクトの初期段階で調達さ
れるべき機材
〈ラボスケール実験機〉
1．加圧浮上試験機
2．凝集沈澱試験装置
3．活性汚泥試験機
4．接触酸化試験機
5．嫌気性生物処理試験機
6．砂ろ過試験機
7．活性炭吸着試験機
8．イオン交換試験機
9．排水供給装置
10．その他
11．レコーダー
〈ベンチスケール実験機〉
12．嫌気性／好気性生物処理装置
〈コンピューター〉
13．ワークステーション

左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

事前調査後の検討結果
を踏まえ、左記を以下の
とおり変更する。

1．追加
（1）分析・測定機器
後述の「〈タイ側投入〉
　3）機材」に記載したと
おり、タイ側がこの調達
費用を負担するのは困難
と思われるため、日本側
が負担することとする。

左記のとおり、ミニッ
ツに記載した。

左記のとおり、ミニッ
ツに記載した。

左記のとおり、ミニッ
ツに記載した。
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対処方針 調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

（2）プロジェクトの詳細な実施計画を
作成した後、必要性を検討する機材

〈ラボスケール実験機〉
14．嫌気好気活性汚泥試験機

（A2O）
15．活性汚泥培養装置
〈ベンチスケール実験機〉
16． MF 膜試験装置（加圧型）
17． MF 膜試験装置（減圧型）
18． RO 膜処理装置
19．膜分離活性汚泥処理装置
20．地下水軟水化実験装置
21．ボイラー用水水質管理システム
〈その他〉
22．CAD システム
23．排水モニタリングシステム
24．移動式ラボラトリー

（2）水処理試験装置運搬
用車輌
DIW が所有しているバ
ンタイプ車輌は、ラボス
ケール・ベンチスケール
実験機の運搬に適さない
ため、トラック型車輌が
必要となるが、タイ側で
その調達に係る予算を確
保できる可能性は低いた
め、日本側供与機材に追
加する。

2．削除
（1）2. 凝集沈殿試験装置

既存のジャーテス
ターによって代替可能
であるため削除する。

（2）10. その他
ミニポンプ、コンプ

レッサー、流量計等が
想定されるが、これら
はラボスケール実験機
に装備されており、場
合によっては予備品と
して本体に含めること
が可能であるため、削
除する。

（3）15. 活性汚泥培養装置
水処理試験に必要な活
性汚泥は当該工場等で使
用中のものを利用するこ
とで代替可能であるため、
削除する。

（4）21. ボイラー用水水質
管理システム
ボイラー用水の水質管
理については、工場技術
が独自に自主的に実施で
きるよう指導するため、
削除する。
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対処方針 調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

3．表現変更
13. ワークステーション
情報サービス用のコン
ピューターシステムは、
高性能なパーソナルコン
ピューターによって対応
可能なケースも想定され
得るため、「Comp u t e r
System （Work Station）」
とする。

したがって、日本側供
与機材は以下のとおり。
（13）を付したのが、「プ
ロジェクトの詳細計画を
策定した後に必要性を検
討すべき機材」。
〈分析・測定機器〉
1．カメラ付顕微鏡
2． BOD 分析器
3．懸濁浮遊物質測定装置
4． TOC 計
5．油分濃度計
6．純水製造装置
7．流量計
8．実験用汎用機器一式

〈ラボスケール実験機〉
9．加圧浮上試験機
10．活性汚泥試験機
11．接触酸化試験機
12．嫌気性生物処理試験機
13．砂ろ過試験機
14．活性炭吸着試験機
15．イオン交換試験機
16．排水供給装置
17．レコーダー
18．嫌気好気活性汚泥試
験機（A2O）

〈ベンチスケール実験機〉
19．嫌気性／好気性生物
処理装置

20． MF 膜試験装置（加圧
型）

21． MF 膜試験装置（減圧
型）

22． RO 膜処理装置
23．膜分離活性汚泥処理
装置

24．地下水軟水化実験装
置
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対処方針

4）その他

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

タイ側作成のフェーズ 2 詳細計画書
中では、以下の費用を日本側に負担し
てほしい旨の要望があったが、これら
については、ローカルコストとしてタ
イ側が負担すべき部分であり、日本側
では負担できない旨を説明した。

・樹脂・化学薬品（プロジェクト 1）
・サンプル分析（プロジェクト2・3・
4・8）
・遠隔地工場調査に係る日当（プロ
ジェクト 2・3・4・8）
・セミナー・研修コース開催費用（プ
ロジェクト 5・7）
・関係国際機関の書籍購読
・ホームページ開設費用
・テクニシャン 2 名（フィールド調
査、実験室運営）
・プロジェクト用秘書
・日本以外の国際・国内研修／会議
／セミナー出席に係る費用

〈その他〉
25．コンピューターシス
テム（ワークステー
ション）

26． CAD システム
27．モニタリングシステ
ム

28．移動式ラボラトリー
29．水処理試験装置用運
搬車輌

左記のうち、必要なも
のはタイ側予算計画に含
まれていることを確認す
る。

左記の点を確認した。
詳細については、〈タイ側
投入〉 5）予算の項を参照。
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対処方針

〈タイ側投入〉

1）施設・設備

2）C/P の配置

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

詳細計画書によると、以下のとお
り。

事前調査時ミニッツには以下の点を
記載した。また IWTI の位置図及び見
取図を入手し、添付した。
・ プロジェクトに必要な施設・設備
をタイ側が準備する。
・ 日本人専門家の執務室及び必要設
備をプロジェクト開始前にタイ側が
準備する。

事前調査時ミニッツには、以下のと
おり記載した。また、C/P リスト（IWTI
所長 1 名、C/P9 名、事務職員4 名）を
添付した。

・タイ側は添付リストの IWTI 所長 1
名、C/P9 名、事務職員 4 名を配置
する。
・これらの要員の配置転換があった
場合には、適当な人数の補充要員
が任命される必要がある。
・（IWTI が独自にテクニシャンを置
くのではなく、工場の運転員等に
試験機を運転させることも考えら
れるため、）調査団は、必要性が生
じた際にはタイ側でテクニシャン
を傭上するよう申し入れ、タイ側
の同意を得た。

技術協力協定に基づき、
以下の建物及び設備をタ
イ側が負担する旨を R/D
に記載する。
・日本人専門家の執務室
及び必要設備
・技術移転に必要な講義
室及び会議室
・供与機材のための建
物、設備、スペース
・プロジェクト実施に必
要であると双方が合意
したその他の設備

技術協力協定に基づき、
タイ側が以下の人員を配
置する旨をR/D に記載す
る。
（1）C/P
・プロジェクトダイレ
クター
・プロジェクトマネー
ジャー
・テクニカルC/P
・テクニシャン

（2）事務要員
・事務職員
・秘書
・タイピスト
・運転手
・その他必要な要員

また、左記を再確認し、
ミニッツに記載する。

左記のとおり、R ／D に
記載した。

左記のとおり、R ／D に
記載した。

左記のとおり、ミニッ
ツに記載した。
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対処方針

3）機材

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

DIW の既存機材（DIW 提供分、日本
側供与分とも）のリストをミニッツに
添付した。

また、フェーズ 2 の活動に必要とな
る機材のうち、以下のものについて
は、タイ側で負担するよう申し入れ
た。

〈分析・測定機器〉
30．カメラ付顕微鏡
31．BOD 分析器
32．天秤
33．乾燥器
34．TOC 計
35．遠心分離器
36．真空ろ過器
37．油分濃度計
38．純水製造装置
39．実験用汎用機器一式
〈事務機器〉
40．レーザープリンター
41．スキャナー
42．デジタルビデオカメラ

しかしながら、タイ側からは新規に
予算要求を行う必要があるものについ
ては、予算要求スケジュールの都合
上、予算を確保できるのは2002 年度以
降になり、かつ確保の可否も不明であ
ることを理由に、タイ側が負担するの
は困難である旨回答があったため、当
方からは持ち帰り検討する旨を伝え、
その旨をミニッツに記載した。
なお、新規に予算要求を行う必要の
ないレーザープリンター及びスキャ
ナーについてはタイ側で購入すること
も不可能ではない模様。

既存機材のリストを再
確認し、ミニッツに添付
する。

また、左記の機材の調
達に係る費用分担につい
ては以下のとおり取り扱
うこととし、機材リスト
をミニッツに添付する。

〈分析・測定機器〉
上記「〈日本側投入〉 3）
機材供与」に記載したと
おり、日本側負担とする。
ただし、以下の項目に
ついては変更する。
・35. 遠心分離器
真空ろ過器によって代
替可能であるため、削除
する。
・ 32. 天秤、33. 乾燥機、36.
真空ろ過器
目的を明確にするとと
もに、仕様変更の自由度
を確保するため、「懸濁浮
遊物質測定機器（S u s -
pended Solid （SS）Mea-
su r ing  Equ ipmen t）」と
してまとめる。
・流量計
フェーズ 2 においては、
主要ポイントにおける連
続測定を用いたより詳細
な調査手法を技術移転す
る計画である。工場内5 か
所程度での同時連続測定
を行うために、供与済み
の2 台に加え、3 台程度の
流量計を追加する。

〈事務機器〉
レーザープリンター及
びスキャナーについては、
タイ側負担とする。
デジタルビデオカメラ
については、既存のビデ
オカメラで代用可能であ
るため、要調達機材リス
トから削除する。

左記のとおり、既存機
材リストをミニッツに添
付した。

左記のとおり記載した
機材リストをミニッツに
添付した。



─ 29 ─

対処方針

4）ローカルコ
スト

5）予算

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

事前調査時ミニッツには IWTI の活
動に必要な費用はタイ側が負担する旨
を記載した。

事前調査時に、IWTI の C/P が作成
した 8 プロジェクトごとの予算計画
（ただし、日本側負担機材も含まれて
いる）を入手した。しかしながら、現
時点では、フェーズ 2 期間中の詳細な
活動計画を作成していないため、同予
算計画の内容が適当であるかどうか判
断しかねるので、ミニッツには添付し
なかった。
その後、プロジェクトチーム内で検
討した結果、タイ側暫定予算計画及び
積算根拠が作成され、提出されてい
る。概要及び留意点は以下のとおり。
（1）人件費
C/P 及び事務要員給与分。2002 年か
らテクニシャン傭上予定。
（2）機材保守費用
修理費用・スペアパーツ費用等。毎
年、機材本体価格の 0.3 ～ 1％を計上。
（3）消耗品
化学薬品、文房具等。

（4）旅費
2001 年度から 2005 年度まで、毎年
4 名16 回分の出張旅費（日当・宿泊料）
を計上。
（5）セミナー・研修費用
外部講師謝金、教材費、実験費用、日
当を計上。カリキュラムはローカルコ
ンサルタントではなく、IWTI 自身で
作成。
研修（検査官、ボイラー用水）回数：
　2002・2003 年度　各1 回
　2004・2005 年度　各2 回
セミナー（ボイラー用水、その他）回数：
　2002・2003 年度　各1 回
　2004・2005 年度　各2 回
＊公害防止管理者対象の研修は入っ
ていない。

（6）水・光熱費、国内電話、交通費

左記のタイ側暫定予算
計画及び積算根拠をミ
ニッツに添付する。

左記のとおりタイ側暫
定予算計画及び積算根拠
をミニッツに添付した。
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対処方針

（14）プロジェク
トの自立発展
性

1）財務

2）組織

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

工場局の環境対策が、命令・管理か
らサービス提供へ移行し、本研究所に
対する官民からの期待が高いことは、
事前調査を通じて随所に感ずることが
できた。したがって本研究所を発展さ
せようとする当局の意向は、十分にう
かがえた。一方、タイ政府の財政状況
は非常に厳しく、研究所の運営・管理
に要する予算措置は最小限になると予
想される。これを改善するためには、
早い時期に本研究所の有効性を工業省
及び業界に示す必要がある。

IWTI はDIW の局令に基づいて設置
されており、現在のところ、法令で正
式に認められた組織ではない。しかし
ながら、DIW は 2001 年に予定されて
いる組織改編において、IWTI を DIW
内の一部署に昇格させることを検討中
である。DIW としては、2000 年4 月に
DIW 案の作成に着手、2000 年末に人
事院（Civil Service Committee）に同
案を提出し、2001 年には人事院の検討
結果が出る予定とのことである。DIW
作成の第1 次案は、2000 年半ばには入
手できる模様。

事前調査時に確認したところ、DIW
としては、将来 IWTI の自己収入が増
え、自立できるようになれば民営化す
ることも考えているが、現在のところ
確たる方針はない模様。
事前調査時ミニッツでは、プロジェ
クト期間中は民営化しないことを確認
した。

左記の組織改編に係る
現時点での検討状況を確
認する。

左記について再度確認
するとともに、将来的に、
政府機関から離れる場合
（財団法人化等）には、日
本側に対して事前協議を
行うことを確認し、ミ
ニッツに記載する。

DIW 副局長及び BIET
部長に確認したところ、
現時点でのDIW の見解は
以下のとおり。
・組織改編は5 年ごとに行
われることになってお
り、来年末（2001）がそ
の時期にあたる。
・組織改編後も IWTI が
DIW の中に残ることは
確実である。それほど
大きな変更は考えてい
ない。
・B I E T の中に残るか、
BIET とは別の部署とし
て独立させるかは未定
である。

左記のとおり、ミニッ
ツに記載した。
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対処方針

3．プロジェクト
実施体制

（1）全体

（2）プロジェク
トダイレクター

（3）プロジェク
トマネージャー

（4）関係機関

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

事前調査時ミニッツに、プロジェク
ト全体の組織図を添付した。

「2 （3）実施機関」に記載したとお
り、事前調査前には、今後、IWTI の活
動がBIET の監督下で行われるものと
想定し、DIW 局長を Project Director
とし、BIET 部長を Deputy  P ro jec t
Director とすることを考えていたが、
事前調査時に確認したところ、DIW は
現時点でもBIET の IWTI への関与は
事務的事項のみであると考えていると
のことであった。そのため、BIET 部
長を Deputy Project Director とする
ことについては提案せず、事前調査時
ミニッツ添付のプロジェクト全体の組
織図中では、従来どおりDIW 局長が
Project Director であることを記載す
るにとどめた。

事前調査時ミニッツ添付のプロジェ
クト全体の組織図中には、IWTI 所長
を Project Manager として記載した。

今後の IWTI の活動に関係すると思
われるのは、下記の機関である。
a．官庁関係
・IEAT
・TISTR
・DIW の他部署
（Factory Control ＆ Inspection
Bureau、Info rma t ion  Cen te r
等）

b．団体
・FTI
・TEI
・EEAT
c．大学、研究機関、ATI
d．民間
・Cho  Heng  R i c e  Ve rm i c e l l i
（NEDO 実証プラントプロジェク
トのサイトとなっている工場）

左記を再確認し、ミ
ニッツに添付する。

左記を再確認し、DIW
局長が Projec t  Di rec tor
である旨を R /D 及びミ
ニッツ添付の組織図中に
記載する。

左記を再確認し、IWTI
所長が Project  Manager
である旨を R /D 及びミ
ニッツ添付の組織図中に
記載する。

左記のとおりプロジェ
クト全体の組織図をミ
ニッツに添付した。

左記のとおり R/D 及び
ミニッツに記載した。

左記のとおり R/D 及び
ミニッツに記載した。
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対処方針 調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

具体的には、IWTI の3 サービスと以
下のような関係を持つと思われる。

（1）研修
工業界を代表する FTI、環境問題に
特化し講習会・セミナー等を実施して
きたTEI の協力は、研修計画の立案及
び実施に不可欠である。特に、公害防
止管理者対象の研修については、現在
TEI が委託を受けており、将来的に
IWTI が同研修を実施する際には TEI
との調整が不可欠である。
研修受講者のニーズを把握するため
にはDIW 内の Factory Control ＆ In-
s p e c t i o n  B u r e a u に加え、DIW の
管 轄 範 囲 外 で あ る が I E A T
（Environmental  and Safety Control
Division を有する）を対象とした調査
も行う必要がある。
講師については、当然 IWTI のス
タッフだけでは不足するので、大学、
ATI、TISTR などの専門家を招聘する
必要があると思われる。

（2）コンサルティング
上記の FTI、Fac to ry  Con t ro l  ＆
Inspection Bureau、IEAT には、IWTI
が期待されているニーズの把握に関し
協力を要請するほか、TEI、EEAT、
TISTR との連携が考えられる。

（3）情報
DIW 内の Information Center との
連携、他の東南アジア諸国（マレイシ
アのSIRIM、フィリピンのITDI など）
との情報交換が考えられる。
Information Center は、発足して間
もないので、どのような方針でどのよ
うなデータを集めているか不明である
が、一見役に立たないように見える
データでも他のデータとの組み合わせ
や適切な加工により有用なデータにな
り得る。Information Center のデータ
は、統計的なものが中心と思われる
が、一方 IWTI は個々の工場のデータ
が収集される。相乗効果を期待した
い。将来のシンクタンク事業の基礎に
もなり得る。
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対処方針

（5）合同調整委
員会

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

事前調査時ミニッツには、合同調整
委員会構成員を以下のとおり（フェー
ズ 1 と同様）記載した。
議長：DIW 局長
委員：（タイ側）

DIW 副局長
BIET 部長
IWTI 所長
FTI
TISTR
IEAT
DTEC
その他
（日本側）
チーフアドバイザー
業務調整員
チーフアドバイザーが指名し
た専門家
JICA 事務所長
その他

オブザーバー：日本国大使館

左記を再確認し、R/D に
記載する。

左記のとおり R/D に記
載した。
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対処方針

4．プロジェクト
管理

（1）PCM

（2）PDM

（3）モニタリン
グ

（4）評価

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

事前調査時ミニッツには、以下のと
おり記載した。

・プロジェクトの達成度のモニタリン
グ・評価や円滑な実施のためのコ
ミュニケーション強化のための、計
画・モニタリング・評価の手法とし
て PCM 手法を用いる。

・投入から成果、成果からプロジェク
ト目標、プロジェクト目標から上位
目標に至る重層的な原因・結果関係
を明確にするためのフレームワーク
として、プロジェクトの計画段階に
おいてPDM を作成する必要がある。
・現時点での PDM 案を本ミニッツに
添付する。
・適宜修正の上、実施協議調査の際の
ミニッツに PDM の Ver.1 を添付す
る。
・ C/P と専門家は、プロジェクトの1 年
目に予定されている計画段階におい
て、プロジェクト目標や成果の指標
が可能な限り客観的に確認可能なも
のとなるよう検討を行う必要がある。

・C/P と専門家が中心となり、PDM に
基づいてプロジェクトの成果に関す
る定期的モニタリングを実施し、プ
ロジェクトの進捗状況や成果を把握
し、必要に応じて計画を修正する。
・プロジェクト開始後 6 か月以内に
C/P と専門家がモニタリング体制を
確立し、以後 6 か月ごとにモニタリ
ングを行い、関係者に結果を報告す
る。

・プロジェクトの評価は評価 5 項目に
基づいて行われる。
・協力期間の中間時点において、5 項
目の観点からプロジェクトの成果を
確認し、必要に応じて計画を修正す
るために、双方合同で中間評価を行
う。
・協力期間終了の約 6 か月前の時点に
おいて、プロジェクトの成果を確認
するために、双方合同で終了時評価
を行う。

左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

左記のとおり、ミニッ
ツに記載した。
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対処方針

5．その他

（1）他協力との
関わり
1）我が国の協
力実績

2）他国の協力
実績

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

現在、JETRO 及びNEDO により、以
下の協力が実施されている。

（1）公害防止管理者制度・検査官制度
強化（JETRO）
今年度、日本（東京都及び産業環境
管理協会）から専門家を派遣し、日本・
タイそれぞれの制度の比較調査を行っ
た。
タイ側も法制度改革計画のドラフト
を作成中であり、できあがり次第、日
本側にコメントを求める予定。

（2）Cho Heng 工場における実証プラ
ント建設（NEDO）
フェーズ 1 においても、設計及び建
設の過程を教材として使用してきた。
フェーズ 2 では、運転研究が対象とな
る。利用法としてはコンサルティング
用のエンジニアリング・データとする
ことが考えられる。また、研修用に利
用することも考えられる。

現在、DIW に対して行われている他
国の協力は以下のとおり。

（1）DANCED（デンマーク）
DIW のCleaner Technology Unit を
C/P とし、主として以下の活動を行っ
ている。
・研修による Capacity Building
・Cleaner Technology Policy の作成

この活動のうち、当面 IWTI に関連
するものとして、酪農及びゴム工業へ
のCT（クリーンテクノロジー）の適用
がある。当該業界に委員会を作り、
DIW 内のクリーンテクノロジーユ
ニット（CTU）が担当で実施する予定
である。現時点で IWTI が関与できる
かどうか不明であるが、可能であると
すればコンサルティング部門であろう
と考えられる。今後ともCTU と連絡を
密にしていく必要がある。
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対処方針

（2）プロジェク
ト開始までの
スケジュール

（3）R ／ D、ミ
ニッツ

（4）使用言語

調査・協議結果要請内容、現状、疑問点等調査・協議項目

（2）GTZ（ドイツ）
環境全体に関する協力。ローカルコ
ンサルタントを使った調査をいくつか
行っている。主要テーマは以下のとお
り。
・特定業種の環境管理システム
・Polluters Pay Principle（PPP）
Polluters Pay Principle（PPP）につ
いては、調査結果に基づく今後のDIW
の施策によっては、IWTI が扱う水使
用合理化の推進などに関係する可能性
もある。

2000 年 5 月 31 日のフェーズ 1 終了
後、引き続きフェーズ 2 を開始するた
めには、2000 年4 月上旬までにR/D を
締結する必要がある旨を事前調査時に
説明した。
また、以下の点につきタイ側で対応
するよう求め、その旨をミニッツに記
載した。これらについては、既にプロ
ジェクトチームから提出されている。
・プロジェクトの初期段階で必要とな
る機材の現地調達の可否についての
調査

・2000 年の Annual  Plan of  Opera-
tions の作成

事前調査時には時間がなかったた
め、R/D の内容については特に説明し
ていない。

事前調査時ミニッツには、プロジェ
クトのすべての活動において英語を共
通言語とすることを記載した。

R/D 案を事前にタイ側
に送付し、コメントを求
める。
今次R/D、ミニッツとも
署名者はJICA タイ事務所
長とする。

左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

左記のとおり対応した。
左記のとおりJICA タイ
事務所長を R /D 及びミ
ニッツの署名者とした。

左記のとおりミニッツ
に記載した。
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第 3 章　調査団所見

本調査団は2000 年 4 月 3 日及び 4 日にそれぞれチュンポン IWTI 所長及びラチャダDIW 副局長

と本件 R/D 案につき協議を行い、5 日（水）午前に執り行われた JICA タイ事務所岩口所長並びに

カンヤ DIW 局長との本件 R/D 署名式に同席したところ、所見を次のとおり報告する。

本件実施機関である IWTI のプロジェクト実施能力については、フェーズ 1 による大羽チーフ

アドバイザーほか各専門家の多大なご努力により、基礎的な技術移転が滞りなく行なわれ、特に

現時点で解決すべき大きな課題はないと思料する。

特に本フェーズ 2 の技術移転の要となる先方C ／ P については、配転、退職等の大きな異動は、

現時点ではない予定である。

また、本プロジェクトにて供与される予定の機材の据え付け、保守等についても万全の体制を

とるように求めた。特にフェーズ 2 においては、一部大型機器を含め、供与機材額も大きくなる

ので、実験過程で必要なテクニシャンの配置も含めて再度確認し、先方もこれを了承した。さら

に今後予定されている DIW の組織改革についての当方の質問に対し、先方の発言ぶりは、「今後

2 年以内に改革の基本計画が固まる予定であり、現時点で特に提供できる情報はない」との由であ

り、今後必要に応じ、本件情報提供あるよう申し入れた。

DIW の組織改革に伴う IWTI のステータスの拡大は、本プロジェクト協力の大きな達成目標で

あるところ、今後専門家チームにおいて、適宜 IWTI に対して、助言等を行うとともに、本件フェー

ズ 2 計画案のとおりのスケジュールに基づいた、効果的な技術移転が期待されるところである。
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